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公 布 さ れ た 条 例 の あ ら ま し 

 

○ 滋賀県産業用地開発事業特別会計条例（条例第２号） 

１ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第209条第２項の規定に基づき、産業用地開発事業の円滑な運営とその経理の

適正を図るため、滋賀県産業用地開発事業特別会計を設置することとしました。（第１条関係） 

２ この会計においては、一般会計からの繰入金、地方債収入、土地売払収入その他の収入をもって歳入とし、産業

用地開発事業費、地方債の元利償還金、一般会計への繰出金その他の支出をもって歳出とすることとしました。（第

２条関係） 

３ この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県子ども基本条例（条例第３号） 

１ 目的（第１条関係） 

この条例は、子どもの権利が守られる社会づくりに関し、基本理念を定め、および県等の責務を明らかにすると

ともに、子ども施策の基本となる事項等を定め、子ども施策を総合的かつ計画的に推進すること等により、もって

子どもの権利が守られ、全ての子どもが心身ともに健やかに安心して成長することができる社会の実現に寄与する

ことを目的とすることとしました。 

２ 定義（第２条関係） 

この条例の主な用語の定義に関する規定を設けることとしました。 

３ 基本理念（第３条関係） 

(1) 子どもの権利が守られる社会づくりは、全ての子どもは、個人として尊重され、その基本的人権が保障される

存在であるとともに、差別的取扱いを受けることがない権利を有する存在であるとの認識の下に、推進されなけ

ればならないこととしました。 

(2) 子どもの権利が守られる社会づくりは、全ての子どもは、適切に養育されること、その生活を保障されること、

愛され保護されること、その健やかな成長および発達ならびにその自立が図られることその他の福祉に係る権利

ならびに教育を受ける権利を有するものであるとの認識の下に、推進されなければならないこととしました。 

(3) 子どもの権利が守られる社会づくりは、全ての子どもは、自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明

する権利および多様な社会的活動に参画する権利を有するものであるとの認識の下に、推進されなければならな

いこととしました。 

(4) 子どもの権利が守られる社会づくりは、全ての子どもは、その年齢および一人ひとりの発達の段階に応じて、

その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮されることを旨として、推進されなければならないことと

しました。 

(5) 子どもの権利が守られる社会づくりは、全ての子どもが、信頼できる人や居場所を見つけ、自由に気持ちを伝

え、他者の権利を尊重しながら、主体的に社会の形成に参画することができるよう、推進されなければならない

こととしました。 

(6) 子どもの権利が守られる社会づくりは、全ての子どもへの支援が、子どもの年齢および一人ひとりの発達の段

階に応じて切れ目なく行われるよう、推進されなければならないこととしました。 

(7) 子どもの権利が守られる社会づくりは、国、県、市町、保護者（父母その他の保護者をいう。以下同じ。）、

学校等、事業者、子どもや子育てを支援する団体および県民の相互の連携および協力の下に、推進されなければ

ならないこととしました。 

４ 県の責務（第４条関係） 

(1) 県は、３の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、子どもの権利を守ることを旨として子ども施

策を総合的に策定し、および実施するものとしました。 

(2) 県は、子ども施策の策定および実施に当たっては、国、市町、保護者、学校等、事業者、子どもや子育てを支

援する団体および県民との適切な役割分担を踏まえるとともに、相互に連携し、および協力するものとしました。 

５ 保護者の責務（第５条関係） 

保護者は、基本理念にのっとり、子どもが心身ともに健やかに安心して成長することができるよう、子どもを育

まなければならないこととしました。 

６ 学校等の責務（第６条関係） 

(1) 学校等は、教育を受ける権利および福祉に係る権利を実現するための重要な場であることを踏まえ、基本理念

にのっとり、子どもの年齢および発達の段階に応じ、一人ひとりが抱える困難や課題に向き合い、個性の発見、

可能性の伸長および能力の発達に資するよう、子どもへの支援を行わなければならないこととしました。 
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(2) 学校等は、基本理念にのっとり、学校等において自己に直接関係する全ての事項に関して子どもが意見を表明

することができる環境の整備に取り組まなければならないこととしました。 

(3) 学校等は、基本理念にのっとり、学校等および地域における子どもの社会的活動への参画を促進しなければな

らないこととしました。 

(4) 学校等は、基本理念にのっとり、子どもが安心して楽しく過ごすことができる魅力ある環境となるために必要

な取組を行わなければならないこととしました。 

７ 事業者の責務（第７条関係） 

事業者は、基本理念にのっとり、その雇用する子どもの健康および福祉の確保への配慮、保護者をはじめとする

その雇用する労働者の職業生活および家庭生活の充実を図るための雇用環境の整備その他の子どもの権利が守ら

れる社会づくりに関する取組を行うよう努めなければならないこととしました。 

８ 県民の責務（第８条関係） 

県民は、基本理念にのっとり、子どもの権利に対する関心と理解を深めるよう努めるとともに、それぞれの立場

において、子どもの権利が守られる社会づくりに関する取組を行うよう努めなければならないこととしました。 

９ 子どもの意見の尊重（第９条関係） 

(1) 県、保護者、学校等、事業者および県民は、子どもに影響を及ぼす事項に関して子どもの意見を聴き、その意

見を尊重することが、社会全体で推進されるよう努めなければならないこととしました。 

(2) 県、保護者、学校等、事業者および県民は、子どもに影響を及ぼす事項に関して子どもの意見を聴く場合には、

次に掲げる事項に留意しなければならないこととしました。 

ア 子どもが意見を表明するために提供される情報は、子どもにとって十分で、かつ分かりやすいものであるこ

と。 

イ 子どもが意見の表明を強要されないこと。 

ウ 表明された子どもの意見が尊重されること。 

エ 意見を聴く内容が子どもの生活に関連する内容であることが子どもに理解されること。 

オ 子どもが意見を表明しやすい環境が整備されること。 

カ 全ての子どもに対して均等な機会が提供されること。 

キ 子どもの意見の表明を効果的に促進するために必要な措置が講じられること。 

ク 子どもが安全に意見を表明することができるよう、匿名性の確保その他の必要な措置が講じられること。 

ケ 子どもの意見に対して適切に応答がされること。 

(3) 県、保護者、学校等、事業者および県民は、子どもの意思をくみ取り、その子どもの意見を必要に応じて代弁

するよう努めなければならないこととしました。 

(4) 県は、子どもの意思をくみ取り、その子どもの意見を必要に応じて代弁することができる者の育成を推進する

ものとしました。 

(5) 県は、子ども施策の策定、実施および評価に当たっては、当該子ども施策の対象となる子どもの意見を反映さ

せるために必要な措置を講ずるものとしました。 

10 子どもの社会的活動への参画の促進（第10条関係） 

県は、子どもの社会的活動への参画が学校等、地域等において促進されるよう、必要な措置を講ずるものとしま

した。 

11 子どもの権利の侵害に関する相談（第11条関係） 

(1) 何人も知事に対し、子どもの権利の侵害に関する相談（(2)および12において「相談」という。）の申出をする

ことができることとしました。 

(2) 知事は、相談の申出があったときは、次に掲げる措置を講ずるものとしました。 

ア 相談に応じ、必要な助言および情報の提供を行うこと。 

イ 関係行政機関への通告、通報その他の通知を行うこと。 

12 調査および調整の申立て（第12条関係） 

相談の申出をした者は、相談をしてもなお相談に係る事案（以下「相談事案」という。）の解決が見込めないと

きは、知事に対し、当該相談事案の解決のための調査または調整（以下「調査等」という。）を申し立てることが

できることとしました。 

13 調査等（第13条関係） 

(1) 知事は、12による調査等の申立てがあったときは、滋賀県子どもの権利委員会に調査等を求めるものとしまし

た。 
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(2) 滋賀県子どもの権利委員会は、前項の規定による調査等の求めがあったときは、当該調査等の求めに係る相談

事案（以下「対象事案」という。）が次のいずれかに該当する場合を除き、調査等を行うものとしました。 

ア 調査等の必要がないと認めるとき。 

イ その性質上調査等を行うことが適当でないと認めるとき。 

(3) 滋賀県子どもの権利委員会は、子どもの権利の侵害の疑いがあると自ら認める事案（対象事案を除く。）があ

る場合は、知事の同意を得て、当該事案について調査等を行うことができることとしました。 

(4) 滋賀県子どもの権利委員会は、調査等を行う場合には、あらかじめ対象事案または(3)の事案（以下「対象事案

等」という。）に係る権利の侵害を受けた疑いがある子どもおよびその保護者の同意を得なければならないこと

としました。ただし、当該子どもの置かれている状況その他の事情により当該子どもまたはその保護者の同意を

得る必要がないと認める場合は、この限りでないこととしました。 

(5) 滋賀県子どもの権利委員会は、調査等のために必要があると認めるときは、対象事案等の当事者（12により調

査等を申し立てた者を含む。以下同じ。）その他の関係者に説明を求め、もしくはその意見を聴き、または必要

な資料の提出を求めることができることとしました。 

14 報告等（第14条関係） 

(1) 滋賀県子どもの権利委員会は、調査等を行ったときはその結果を、調査等を行わないこととしたときはその旨

を、知事に報告するものとしました。 

(2) 滋賀県子どもの権利委員会は、調査等の結果に基づき必要があると認めるときは、知事に対し、次に掲げる措

置を講ずるよう求めることができることとしました。 

ア 対象事案等に関し必要な措置を講ずること。 

イ 対象事案等の当事者その他の関係者に対し当該対象事案等に関し必要な意見を述べること。 

15 滋賀県子どもの権利委員会（第15条関係） 

(1) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、知事の附属機関として、滋賀県子ども

の権利委員会（以下「委員会」という。）を設置することとしました。 

(2) 委員会は、この条例の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議するほか、知事の諮問に応じ、子ど

もの権利の侵害に関する事項について調査審議することとしました。 

(3) 委員会は、(2)の調査審議を行うほか、子どもの権利の侵害に関する事項に関し、知事に意見を述べることがで

きることとしました。 

(4) 委員会は、知事の求めに応じて、17(1)の施策の実施について必要な協力を行うものとしました。 

16 委員会の組織等（第16条関係） 

(1) 委員会は、委員５人以内で組織することとしました。 

(2) 委員は、学識経験を有する者その他知事が適当と認める者のうちから知事が任命することとしました。 

(3) 委員の任期は、３年とすることとしました。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とすることとしました。 

(4) 委員は、再任されることを妨げないこととしました。 

(5) 委員会に、専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、専門委員を置くことができることとしました。 

(6) 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験を有する者その他知事が適当と認める者のうちから知事が任命す

ることとしました。 

(7) 専門委員は、当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとしました。 

(8) 委員および専門委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならないこととしました。その職を退いた後も、同

様とすることとしました。 

(9) (1)から(8)までのほか、委員会の組織および運営に関し必要な事項は、規則で定めることとしました。 

17 県民の関心および理解の増進ならびに社会的気運の醸成（第17条関係） 

(1) 県は、子どもの権利および子ども施策に対する子どもをはじめとする県民の関心と理解を深めるとともに、子

どもの権利を守る社会的気運が醸成されるよう、この条例および児童の権利に関する条約ならびに子ども施策の

趣旨および内容に関する広報活動および啓発活動の充実その他の必要な施策を講ずるものとしました。 

(2) 県は、(1)の施策を講ずるに当たっては、子どもにとって分かりやすい情報を提供するものとしました。 

18 子どもの権利が守られる社会づくりの推進に関する相談（第18条関係） 

知事は、子どもの権利が守られる社会づくりに関する事項（子どもの権利の侵害に関する事項を除く。21(2)およ

び(3)において同じ。）について、保護者、学校等、事業者、子どもや子育てを支援する団体および県民から相談の

申出があった場合は、次に掲げる措置その他当該申出の適切な処理を行うものとしました。 
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(1) 相談に応じ、必要な調査、助言および情報の提供を行うこと。 

(2) 関係行政機関への通告、通報その他の通知を行うこと。 

19 基本計画の策定（第19条関係） 

(1) 知事は、子ども施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な計画（以下「基本計画」という。）を策

定するものとしました。 

(2) 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとしました。 

ア 子ども施策の基本的な考え方 

イ 子どもおよび保護者等に対する具体的な施策 

ウ 子どもの権利および子ども施策に対する関心と理解の増進に関する事項 

エ 子ども施策の目標 

オ アからエまでのほか、子ども施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

(3) 知事は、基本計画の策定に当たっては、あらかじめ、子どもをはじめとする県民その他の関係者の意見を反映

することができるよう、必要な措置を講じなければならないこととしました。 

(4) 知事は、基本計画の策定に当たっては、あらかじめ、滋賀県子ども若者審議会の意見を聴かなければならない

こととしました。 

(5) 知事は、基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを公表しなければならないこととしました。 

(6) (3)から(5)までは、基本計画の変更（軽微な変更を除く。）について準用することとしました。 

20 施策の実施状況の公表（第20条関係） 

知事は、毎年１回、基本計画に基づく施策の実施の状況を滋賀県子ども若者審議会に報告するとともに、公表し

なければならないこととしました。 

21 滋賀県子ども若者審議会（第21条関係） 

(1) 地方自治法第138条の４第３項の規定に基づき、知事の附属機関として滋賀県子ども若者審議会（以下「審議会」

という。)を設置することとしました。 

(2) 審議会は、19(4)の事項を調査審議するほか、知事の諮問に応じ、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）

第72条第４項各号に掲げる事項および子どもの権利が守られる社会づくりに関する事項について調査審議するこ

ととしました。 

(3) 審議会は、(2)の調査審議を行うほか、子どもの権利が守られる社会づくりに関する事項に関し、知事に意見を

述べることができることとしました。 

22 審議会の組織等（第22条関係） 

(1) 審議会は、委員20人以内で組織することとしました。 

(2) 委員は、学識経験を有する者その他知事が適当と認める者のうちから知事が任命することとしました。 

(3) 委員の任期は、３年とすることとしました。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とすることとしました。 

(4) 委員は、再任されることを妨げないこととしました。 

(5) 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くことができることとしました。 

(6) 臨時委員は、当該特別の事項に関する専門的な知識および経験を有する者のうちから知事が任命することとし

ました。 

(7) 臨時委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとしました。 

(8) 委員および臨時委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならないこととしました。その職を退いた後も、同

様とすることとしました。 

(9) 審議会は、その定めるところにより、部会を置くことができることとしました。 

(10) (1)から(9)までのほか、審議会の組織および運営に関し必要な事項は、規則で定めることとしました。 

23 推進体制の整備（第23条関係） 

県は、子ども施策を総合的かつ計画的に推進するため、必要な体制の整備を図るものとしました。 

24 財政上の措置（第24条関係） 

県は、子ども施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとしました。 

25 規則への委任（第25条関係） 

この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定めることとしました。 

26 罰則（第26条関係） 

16(8)に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の拘禁刑または50万円以下の罰金に処することとしました。 
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27 その他 

(1) この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。ただし、11から16までおよび26ならびに(3)の一

部は、同年10月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な準備行為を定めることとしました。 

(3) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(4) 関係条例を廃止することとしました。 

(5) 関係条例について必要な改正を行うこととしました。 

○ 滋賀県児童福祉法に基づく一時保護施設の設備および運営に関する基準を定める条例（条例第４号） 

１ この条例は、児童福祉法（昭和22年法律第164号）の規定に基づき、一時保護施設の設備および運営に関する基準

（以下「基準」という。）について定めることとしました。（第１条関係） 

２ 基準は、一時保護施設に入所している児童が、明るくて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓

練を受けた職員の支援により、心身ともに健やかにして、安全な生活を送ることを保障することを目的とすること

としました。（第２条関係） 

３ 設備および運営の向上（第３条関係） 

(1) 一時保護施設の設置者（以下「設置者」という。）は、基準が最低のものであることを踏まえ、基準を超えて、

常に、その設備および運営を向上させなければならないこととしました。 

(2) 設置者は、基準を超えて、設備を有し、または運営をしている一時保護施設において、基準を理由として、そ

の設備または運営を低下させてはならないこととしました。 

４ 一時保護施設の基準について定めることとしました。（第４条および別表関係） 

５ その他 

(1) この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

○ 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例（条例第５号） 

１ 刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第67号）の施行に伴い、滋賀県議会の保有する個人情報の保護に関

する条例（令和５年滋賀県条例第１号）ほか31条例について必要な規定の整理を行うとともに、必要な経過措置を

定めることとしました。（第１条から第15条まで関係） 

２ この条例は、令和７年６月１日から施行することとしました。ただし、１の一部は、公布の日から施行すること

としました。 

○ 滋賀県議会議員の議員報酬等に関する条例および滋賀県特別職の職員の給与等に関する条例の一部を改正する条

例（条例第６号） 

１ 滋賀県議会議員の議員報酬等に関する条例の一部改正 

議長等の議員報酬額を次のとおり改定することとしました。（第 1 条の規定による改正後の別表１関係） 

区分 議員報酬額 

議長 

円 

月額                   1,030,000 

副議長 同 900,000 

議員 同 840,000 

２ 滋賀県特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正 

(1) 知事等の退職手当の割合を次のとおり改定することとしました。（第２条の規定による改正後の第２条の２関

係） 

ア 知事 100分の56.8 

イ 副知事 100分の39.4 

ウ 病院事業の管理者 100分の24.1 

エ 教育長 100分の24.1 

オ 常勤の監査委員 100分の20.2 

(2) 知事等の給料月額を次のとおり改定することとしました。（第２条の規定による改正後の別表１関係） 

区分 給料月額 

知事 

円 

1,320,000 

副知事 1,030,000 
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地方公営企業の管理者 880,000円を超えない範囲内において知事が定める額 

病院事業の管理者 880,000円（医師にあつては、1,150,000円）を超えな 

い範囲内において知事が定める額 

教育長 880,000円を超えない範囲内において知事が定める額 

常勤を要する監査委員 650,000 

常勤を要する人事委員会の委員 650,000 

(3) 教育委員会の委員等の報酬の額を次のとおり改定することとしました。（第２条の規定による改正後の別表２

関係） 

区分 報酬額 

教育委員会 委員 

円 

月額 187,000 

選挙管理委員会 委員長 同 210,000 

 委員 同 187,000 

 臨時補充委員 勤務１日につき 14,000 

監査委員 議会選出の委員 月額 116,000 

 識見を有する委員 

（常勤を要する者を除く。） 

同 246,000 

人事委員会 委員長 

（常勤を要する者を除く。） 

同 210,000 

 委員 

（常勤を要する者を除く。） 

同 187,000 

公安委員会 委員長 同 210,000 

 委員 同 187,000 

労働委員会 会長 勤務１日につき 29,300 

 委員 同 26,000 

収用委員会 会長 同 29,300 

 委員および予備委員 同 26,000 

海区漁業調整委員会 会長 同 18,500 

 委員および専門委員 同 15,500 

内水面漁場管理委員会 会長 同 18,500 

 委員および専門委員 同 15,500 

３ この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県職員定数条例の一部を改正する条例（条例第７号） 

１ 知事の事務部局の職員、教育委員会の事務部局の職員、収用委員会の事務部局の職員および教育機関の職員の定

数を増減員することとしました。（第２条関係） 

２ この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（条例第８号） 

１ 建築基準法（昭和25年法律第201号）および建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）ならびに滋賀県建築基準

条例（昭和47年滋賀県条例第26号）ならびに同法および同条例の施行のための規則に基づく事務を移譲対象から除

くこととしました。（別表関係） 

２ 農地法（昭和27年法律第229号）に基づく違反転用者等が原状回復等の措置の命令に従わなかった旨等の公表に係

る事務を市町に移譲することとしました。（別表関係） 

３ 租税特別措置法（昭和32年法律第26号）および同法の施行のための規則に基づく事務の一部を移譲対象から除く

こととしました。（別表関係） 

４ 租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）第１条の規定による改正前の租税特別措置法に

基づく事務の一部を移譲対象から除くこととしました。（別表関係） 

５ 都市計画法（昭和43年法律第100号）および都市計画法施行規則（昭和44年建設省令第49号）ならびに同法の施行

のための規則に基づく事務の一部を移譲対象から除くこととしました。（別表関係） 

６ 鳥獣による生活環境、農林水産業および生態系に係る被害の防止の目的で行うアライグマおよびハクビシンの捕
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獲および殺傷の許可等に係る事務を新たに近江八幡市および愛荘町に移譲することとしました。（別表関係） 

７ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）および同法の施行のための規則

に基づく事務を移譲対象から除くこととしました。（別表関係） 

８ 農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）に基づく農用地利用集積等促進計画の認可ならび

に当該認可をした旨の通知および公告に係る事務を新たに大津市、長浜市、高島市、愛荘町、豊郷町、甲良町およ

び多賀町に移譲することとしました。（別表関係） 

９ その他 

(1) この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

○ 滋賀県職員の勤務時間、休日および休暇に関する条例等の一部を改正する条例（条例第９号） 

１ 滋賀県職員の勤務時間、休日および休暇に関する条例（平成６年滋賀県条例第49号）、滋賀県公立学校職員の勤

務時間、休日および休暇に関する条例（昭和33年滋賀県条例第20号）および滋賀県地方警察職員の勤務時間、休日

および休暇に関する条例（昭和33年滋賀県条例第24号）の一部改正（第１条、第４条および第５条関係） 

(1) 子を養育する職員が当該子を養育するために請求した場合において、任命権者が時間外勤務をさせてはならな

い職員の範囲を、３歳に満たない子のある職員から小学校就学の始期に達するまでの子のある職員に拡大するこ

ととしました。 

(2) 子育て支援時間を取得することができる職員の範囲を、小学校に就学している子（第１学年から第３学年まで

の子に限る。）を養育する職員から小学校に就学している子を養育する職員に拡大することとしました。 

(3) 任命権者は、職員から介護についての申出があった場合、当該職員に対し、介護両立支援制度等の請求等に係

る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講ずる等しなければならないこととしました。 

(4) 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるようにするため、職員に対する介護両立支援制度

等に係る研修の実施等の措置を講じなければならないこととしました。 

２ 滋賀県職員の育児休業等に関する条例（平成４年滋賀県条例第４号）の一部改正（第２条関係） 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）の一部改正に

よる条項の移動に伴い、必要な規定の整理を行うこととしました。 

３ 滋賀県企業職員の給与の種類および基準に関する条例（昭和43年滋賀県条例第24号）および滋賀県病院事業に従

事する企業職員の給与の種類および基準に関する条例（平成17年滋賀県条例第112号）の一部改正（第３条関係） 

子育て支援時間を取得することができる職員の範囲を、小学校に就学している子（第１学年から第３学年までの

子に限る。）を養育する職員から小学校に就学している子を養育する職員に拡大することとしました。 

４ その他 

(1) この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

(2) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県職員等の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（条例第10号） 

１ 給料表の改定 

全ての給料表について、号給構成を改めるとともに、給料月額を改定することとしました。（第１条の規定によ

る改正後の別表第１から別表第５まで関係） 

２ 諸手当等の改正 

(1) 職員の昇給について、医療職給料表(2)７級である職員および福祉職給料表６級である職員について、その者の

勤務成績が標準である場合の昇給の号給数を３号給とすることとしました。また、行政職給料表８級以上である

職員等について、その者の勤務成績が標準である場合には昇給を行わないこととしました。（第１条の規定によ

る改正後の第５条関係） 

(2) 扶養手当について、配偶者に係る扶養手当を廃止し、子に係る扶養手当の月額を13,000円とするとともに、扶

養手当の支給に関し必要な事項を人事委員会規則で定めることとしました。また、これに伴う所要の規定の整備

を行うこととしました。（第１条の規定による改正後の第10条および第10条の２関係） 

(3) 地域手当について、支給割合を見直すこととしました。（第１条の規定による改正後の第10条の３関係） 

(4) 通勤手当について、通勤手当の支給月額の限度額を１箇月当たり150,000円とするとともに、新幹線鉄道等に係

る特例について必要な規定の整備を行うこととしました。（第１条の規定による改正後の第11条関係） 

(5) 単身赴任手当について、新たに滋賀県職員等の給与等に関する条例の適用を受ける職員となった者を支給対象

とすることとしました。（第１条の規定による改正後の第11条の２関係） 

(6) 管理職員特別勤務手当について、支給対象時間帯を拡大することとしました。（第１条の規定による改正後の



令和 7 年（2025 年）3 月 26 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 9 

第19条の２関係） 

(7) 定年前再任用短時間勤務職員について、地域手当の特例を適用するとともに、住居手当、特地勤務手当および

特地勤務手当に準ずる手当を支給することとしました。（第１条の規定による改正後の第23条の２関係） 

(8) 特定任期付職員業績手当を廃止することとしました。（第２条の規定による改正後の第７条および第９条関係） 

(9) 特定任期付職員について、令和７年６月期以降の期末手当の支給割合を100分の95とし、期末手当に加えて勤勉

手当を支給することとしました。また、勤勉手当の支給割合を100分の87.5とすることとしました。（第２条の規

定による改正後の第８条関係） 

３ その他 

(1) この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) 関係条例について必要な改正を行うこととしました。 

(4) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県旅費支給条例等の一部を改正する条例（条例第11号） 

１ 滋賀県旅費支給条例（昭和46年滋賀県条例第11号）の一部改正 

(1) 旅行雑費について、外国旅行における旅行雑費を１夜当たりの定額により支給することとし、その額は国の宿

泊手当に準ずることとしました。（第１条の規定による改正後の第６条および第33条関係） 

(2) 宿泊料について、内国旅行における宿泊料の定額を引き上げることとしました。また、外国旅行における宿泊

料を１夜当たりの定額または実費額により支給することとし、その額は国の宿泊費に準ずることとしました。（第

１条の規定による改正後の第６条、第33条および別表関係） 

(3) 食卓料を廃止することとしました。（第１条の規定による改正後の第６条、第20条および第33条関係） 

(4) 扶養親族移転料を家族移転料に改め、赴任に伴う扶養親族以外の家族の移転についても支給することとしまし

た。（第１条の規定による改正後の第６条および第23条関係） 

(5) 日額旅費を廃止することとしました。（第１条の規定による改正後の第６条および第24条関係） 

(6) 外国旅行手当を廃止することとしました。（第１条の規定による改正後の第６条および第36条関係） 

(7) 鉄道賃について、急行料金および座席指定料金に係る距離の要件を廃止することとしました。（第１条の規定

による改正後の第14条関係） 

(8) 航空賃について、所要の規定の整備を行うこととしました。（第１条の規定により改正後の第16条関係） 

(9) 移転料について、赴任に伴う扶養親族以外の家族の移転についても扶養親族の場合と同じ定額を支給すること

としました。（第１条の規定による改正後の第21条関係） 

２ 滋賀県議会議員の議員報酬等に関する条例（昭和31年滋賀県条例第29号）の一部改正 

(1) 食卓料を廃止することとしました。（第２条の規定による改正後の第５条および別表２関係） 

(2) 宿泊料の定額を引き上げることとしました。（第２条の規定による改正後の別表２関係） 

(3) 鉄道賃について、急行料金および座席指定料金に係る距離の要件を廃止することとしました。（第２条の規定

による改正後の別表２関係） 

３ 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和63年滋賀県条例第10号）の一部改正 

一般の派遣職員に対する旅費は、滋賀県旅費支給条例に定める赴任の例に準じて支給することができることとし

ました。（第３条の規定による改正後の第７条関係） 

４ 滋賀県特別職の職員の給与等に関する条例（昭和28年滋賀県条例第10号）の一部改正 

(1) 食卓料を廃止することとしました。（第４条の規定による改正後の第10条、第12条、別表３および別表４関係） 

(2) 宿泊料の定額を引き上げることとしました。（第４条の規定による改正後の別表３および別表４関係） 

(3) 鉄道賃について、急行料金および座席指定料金に係る距離の要件を廃止することとしました。（第４条の規定

による改正後の別表３関係） 

５ 滋賀県証人等の費用弁償等に関する条例（昭和28年滋賀県条例第12号）の一部改正 

(1) 食卓料を廃止することとしました。（第５条の規定による改正後の第３条および別表関係） 

(2) 宿泊料の定額を引き上げることとしました。（第５条の規定による改正後の別表関係） 

(3) 鉄道賃について、急行料金および座席指定料金に係る距離の要件を廃止することとしました。（第５条の規定

による改正後の別表関係） 

６ その他 

(1) この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 
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(3) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県子育て支援対策臨時特例基金条例の一部を改正する条例（条例第12号） 

１ 基金の設置目的のうち、令和６年度末で終了する事業に係るものを削除することとしました。（第１条関係） 

２ 条例の有効期限を令和12年６月30日まで延長することとしました。（付則関係） 

３ この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、(1)は、令和７年４月１日から施行することとしま

した。 

○ 滋賀県税条例の一部を改正する等の条例（条例第13号） 

１ 滋賀県税条例（昭和25年滋賀県条例第55号）の一部改正 

(1) 自動車税 

ア 証紙徴収の方法によって徴収する環境性能割および種別割について、県が発行する証紙の貼付によって納付

する方法を廃止することとしました。（第１条による改正後の第70条および第73条の10関係） 

イ 身体障害者等に関する種別割の減免について、証紙徴収の方法によって徴収するものにあっては、申告書に

収納計器で当該種別割額に相当する金額を表示した印影の押印を受け、または当該種別割額に相当する現金を

納付することによって種別割を払い込む際に、申請書を提出しなければならないこととしました。（第１条に

よる改正後の第73条の14関係） 

(2) 狩猟税 

証紙徴収の方法によって徴収する狩猟税について、県が発行する証紙の貼付によって納付する方法を廃止する

こととしました。（第１条による改正後の第142条の３関係） 

２ 滋賀県収入証紙特別会計条例（昭和39年滋賀県条例第23号）の廃止 

滋賀県収入証紙特別会計条例を廃止することとしました。（第２条関係） 

３ その他 

(1) この条例は、令和７年10月１日から施行することとしました。ただし、２および(2)の一部は、令和８年４月１

日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

○ 滋賀県税条例に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定する条例の一部を改正する条例（条例第14

号） 

１ 滋賀県税条例に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人として令和７年３月31日まで指定を受けている特

定非営利活動法人ＮＰＯぽぽハウスを、令和12年３月31日まで再度指定することとしました。（本則関係） 

２ この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

３ この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

○ 滋賀県収入証紙条例を廃止する条例（条例第15号） 

１ 滋賀県収入証紙条例（昭和39年滋賀県条例第15号）を廃止することとしました。 

２ この条例は、令和８年４月１日から施行することとしました。 

３ この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

○ 滋賀県社会福祉法に基づく女性自立支援施設の設備の規模および構造ならびに運営に関する基準を定める条例等

の一部を改正する条例（条例第16号） 

１ 滋賀県社会福祉法に基づく女性自立支援施設の設備の規模および構造ならびに運営に関する基準を定める条例

（平成24年滋賀県条例第63号）ほか15条例について、栄養士の配置を求める規定等を栄養士または管理栄養士の配

置を求める規定等に改めることとしました。（第１条から第４条まで関係） 

２ この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく幼保連携型認定こども

園の設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（条例第17号） 

１ 幼保連携型認定こども園に配置すべき職員の員数に算入することができる副園長等の資格の要件に係る特例の

期間を10年間から12年間に延長することとしました。（付則第４項関係） 

２ この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県立むれやま荘の設置および管理に関する条例の一部を改正する条例（条例第18号） 

１ 滋賀県立むれやま荘が行う業務のうち、医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５第２項に規定する診療所の業

務を廃止することとしました。（第２条関係） 

２ その他 

(1) この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 
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(2) 関係条例について必要な改正を行うこととしました。 

(3) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例（条例第19号） 

１ 公衆浴場における浴槽水の水質基準の項目について、大腸菌群を大腸菌に改めることとしました。（第３条関係） 

２ この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県立草津ＳＯＨＯビジネスオフィスの設置および管理に関する条例の一部を改正する等の条例（条例第20号） 

１ 滋賀県立草津ＳＯＨＯビジネスオフィスの設置および管理に関する条例（平成14年滋賀県条例第58号）の一部改

正 

区画14から区画20までを廃止することとしました。（第１条による改正後の別表関係） 

２ 滋賀県立草津ＳＯＨＯビジネスオフィスの設置および管理に関する条例の廃止 

滋賀県立草津ＳＯＨＯビジネスオフィスの設置および管理に関する条例を廃止することとしました。（第２条関

係） 

３ この条例中１は令和７年４月１日から、２は令和10年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県立近江富士花緑公園の設置および管理に関する条例の一部を改正する条例（条例第21号） 

１ しがモックの開園時間を定めることとしました。（第３条関係） 

２ しがモックの使用料の額および利用料金の上限額の設定その他必要な規定の整備を行うこととしました。（別表

関係） 

３ この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行することとしました。 

○ 滋賀県環境影響評価条例の一部を改正する条例（条例第22号） 

１ 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）の一部改正による条項の移動に伴い、必要な規定の

整理を行うこととしました。（第53条関係） 

２ この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県企業職員の給与の種類および基準に関する条例の一部を改正する条例（条例第23号） 

１ 定年前再任用短時間勤務職員について、住居手当、特地勤務手当および特地勤務手当に準ずる手当を支給するこ

ととしました。（第２条関係） 

２ その他 

(1) この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) 関係条例について必要な改正を行うこととしました。 

○ 滋賀県病院事業に従事する企業職員の給与の種類および基準に関する条例の一部を改正する条例（条例第24号） 

１ 諸手当の改正 

(1) 扶養手当について、配偶者に係る扶養手当を廃止しました。（第７条関係） 

(2) 単身赴任手当について、新たに滋賀県病院事業に従事する企業職員の給与の種類および基準に関する条例（平

成17年滋賀県条例第112号）の適用を受ける職員となった者を支給対象とすることとしました。（第11条関係） 

(3) 定年前再任用短時間勤務職員について、住居手当を支給することとしました。（第24条関係） 

２ その他 

(1) この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) 関係条例について必要な改正を行うこととしました。 

(4) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県市町立学校の県費負担教職員の定数に関する条例の一部を改正する条例（条例第25号） 

１ 市町立学校の県費負担教職員の定数を次表のとおり改定することとしました。（第２条関係） 

区  分 令和６年度 令和７年度 増減 

小学校（義務教 

育学校の前期課 

程を含む。） 

校長および教員 4,934人 5,031人 97人 
養護教員 235人 236人 1人 
栄養教諭および学校栄養職員 53人 53人 0人 
事務職員 269人 271人 2人 
計 5,491人 5,591人 100人 

中学校（義務教 

校長および教員 2,845人 2,852人 7人 
養護教員 105人 106人 1人 
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育学校の後期課 

程を含む。） 

栄養教諭および学校栄養職員 21人 20人 △1人 
事務職員 124人 126人 2人 
計 3,095人 3,104人 9人 

計 

校長および教員 7,779人 7,883人 104人 

養護教員 340人 342人 2人 
栄養教諭および学校栄養職員 74人 73人 △1人 
事務職員 393人 397人 4人 
合計 8,586人 8,695人 109人 

２ この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県いじめ問題対策連絡協議会条例の一部を改正する条例（条例第26号） 

１ 滋賀県いじめ問題対策連絡協議会の庶務を処理する部等を教育委員会事務局から子ども若者部に変更することと

しました。（第７条関係） 

２ この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県いじめ再調査委員会条例の一部を改正する条例（条例第27号） 

１ 滋賀県いじめ再調査委員会の庶務を処理する部を総務部から子ども若者部に変更することとしました。（第11条

関係） 

２ この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県公立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例（条例第28号） 

１ 給料表の改定 

全ての給料表について、号給構成を改めるとともに、給料月額を改定することとしました。（別表第１および別

表第２関係） 

２ 諸手当の改正 

(1) 扶養手当について、配偶者に係る扶養手当を廃止し、子に係る扶養手当の月額を13,000円とするとともに、扶

養手当の支給に関し必要な事項を人事委員会規則で定めることとしました。また、これに伴う所要の規定の整備

を行うこととしました。（第11条および第11条の２関係） 

(2) 地域手当について、支給割合を見直すこととしました。（第11条の３関係） 

(3) 通勤手当について、通勤手当の支給月額の限度額を１箇月当たり150,000円とするとともに、新幹線鉄道等に係

る特例について必要な規定の整備を行うこととしました。（第12条関係） 

(4) 単身赴任手当について、新たに滋賀県公立学校職員の給与等に関する条例の適用を受ける職員となった者を支

給対象とすることとしました。（第12条の２関係） 

(5) 管理職員特別勤務手当について、支給対象時間帯を拡大することとしました。（第16条の２関係） 

(6) 定年前再任用短時間勤務職員について、地域手当の特例を適用するとともに、住居手当、へき地手当およびへ

き地手当に準ずる手当を支給することとしました。（第24条関係） 

３ その他 

(1) この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) 関係条例について必要な改正を行うこととしました。 

(4) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県学校職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例（条例第29号） 

１ 兼務手当の改正 

(1) 夜間学級の業務に従事することを本務としない職員（会計年度任用職員を除く。）で正規の勤務時間以外の時

間に夜間学級の授業を行うものに、授業時間１時間につき1,650円を支給することとしました。（第６条関係） 

(2) 夜間学級の業務に従事することを本務としない職員（会計年度任用職員を除く。）で正規の勤務時間に夜間学

級の授業を行うものに、授業時間１時間につき570円を支給することとしました。（第６条関係） 

２ 夜間学級手当の創設 

夜間学級手当は、夜間学級の業務に従事することを本務とする職員（校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、

教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭および講師に限る。）が当該業務に従事したときに支給すること

としました。 

また、夜間学級手当の額は、業務に従事した日１日につき、管理職手当の支給を受ける職員については680円、管

理職手当の支給を受ける職員以外の職員については1,200円とすることとしました。（第11条の３関係） 
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３ その他 

(1) この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

(2) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県立文化産業交流会館の設置および管理に関する条例の一部を改正する条例（条例第30号） 

１ 滋賀県立文化産業交流会館の業務のうち、ビジネスオフィスの提供を廃止することとしました。（第２条関係） 

２ この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

３ その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県地方警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例（条例第31号） 

１ 本県の地方警察職員たる警察官の定員を増員することとしました。（第１条関係） 

２ この条例は、令和７年４月１日から施行することとしました。 

３ その他必要な規定の整理を行うこととしました。 
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